












 当社は、2030年における「⽬指す姿」として 「事業や⼈材を
創造し続ける総合商社」を掲げている。

 総合商社の使命は「必要なモノやサービスを必要なところに
提供する」こと。世の中が⼤きく変化する中においても、
この原点に⽴ち返り、新規事業に投資し続ける必要がある。

 加えて、⾃由に発想して事業を創造していく集団であるために、
強い責任感のもとで、マーケットの課題を取り上げ、解決策を
提案する能⼒を社員⼀⼈ひとりが持たなければならない。

 ⽬指す姿を実現するため、顧客⽬線によるサービスや商品を
提供するマーケットインの徹底、共創や共有の実践、スピードの
追求、組織や⼈材のトランスフォーメーションの取り組みを推進
していく。



 当期純利益の推移と2022年度の⾒通しを説明する。

 当社の業績は2012年度から2018年度にかけて、
増益基調で推移。2019、2020年度は減益となったが、
2021年度は823億円と過去最⾼益を記録。

 2022年度も堅調を維持しており、中間決算発表時に、
通期⾒通しを1,100億円に上⽅修正。2021年度に続き、
最⾼益を更新する⾒込み。



 当社は、安定的かつ継続的な配当、連結配当性向30%
程度を中計2023の株主還元⽅針として掲げている。

 2022年度は、業績の上⽅修正に伴い、 期初想定の
1株当たり年間112円から年間130円へ増配。

 2023年度の年間配当は安定的、継続的という観点から
1株当たり130円の下限を設定。更に、充分なキャッシュフローを
⾒通せているため⾃⼰株の取得を⾏う予定。



 2021、2022年度上期に実⾏した主な投資案件を記載。

 コロナによる制限は緩和しつつあるものの、ロシア・ウクライナ
情勢に端を発した世界的なインフレや、急激に進⾏した円安の
影響もあり、時期を⾒極めながら投資を実⾏。

 中計の折り返し地点を過ぎた今、進捗はやや遅れているが、
当初の計画通り、積極的に新規投資を続け、成⻑への
トップラインを拡⼤していく⽅針。



 2021年にアメリカで学校や病院向けに省エネルギーサービス
事業を⾏うマクルーア社に出資。同社は学校や病院などの顧客に、
エネルギーの効率化による光熱費や維持費の削減を提案し、
⼯事や敷設を実施。アメリカでも気候変動対策は強化され、
CO2削減や省エネルギーに貢献する施策に対しては政府からの
補助⾦制度もあり、安定的な需要と今後の成⻑を期待。

 マクルーア社の事業運営能⼒や、強固なローカルネットワークと、
当社の発電事業の開発や、運営の知⾒を組み合わせることで、
事業を拡⼤していく。

 当社は、⽇本企業で初めてナイジェリアでのガス⼩売事業に進出。

 当社が持つエネルギー関連事業のノウハウを活かし、CO2削減に
つながる多様なエネルギーサービス・ソリューションを提供することに
よって、当社の持続的成⻑を実現していく。



 リテール領域では特に、東南アジアやインドといった成⻑市場での
マーケットイン志向を重視。当社のこれまでの投資・事業活動による
知⾒を活かし、今後も経済成⻑が⾒込める新興国において
⾷品流通事業やコンビニ事業などを通じて⽣活の豊かさや
利便性向上の実現に取り組む。

 近年はコロナのため、海外のリテール関連の新規投資を控え、
国内の投資を実⾏。ロイヤルホスト等を展開するロイヤルHDへの
出資や航空系商社JALUXへの出資を実⾏。2021年度には
⽔産⾷品加⼯事業を展開するマリンフーズを買収。

 当説明会の開会前にスクリーン放映した動画で、2021年7⽉に
マリンフーズの⼦会社である釧路丸⽔社の⼯場を⾒学した際の
様⼦を紹介。投資した事業の現場には、時間の許す限り直接
出向き、現場を確認すると共に働く社員の声を聴くようにしている。

 今回の買収により、マリンフーズの販売⼒を、当社の既存の
養殖マグロ事業などと組み合わせ、⼀気通貫のビジネスを
作っていくことで、企業価値を⾼めていく。



 当社の昨年12⽉末の株価は2,513円。
TOPIX対⽐で、年初来プラス50.5%と堅調に推移。

 ⼀⽅、PBR（株価純資産倍率）は0.67倍と⽬標である
1倍超を下回る⽔準で推移。

 優良資産の積み上げにより、稼ぐ⼒を付けると共に、
適時適切な情報開⽰によって市場との対話に努め、
PBR1倍超の達成に向けて邁進していく。



 グループ会社の双⽇九州は住⽣活製品の輸⼊販売や
機械の輸出⼊を⼿掛けている。

 また、本社ではロイヤルホールディングスとの協業や⻑崎県
鷹島でのマグロの養殖事業、阿蘇くまもと空港の運営事業、
宮崎県では早⽣樹事業などを展開。最近では、⻑崎県
五島市で、リゾートホテル「五島リトリートray」を開業。

 九州ならではの地域の資源を活かし、事業化することで
地域創⽣に繋げていく。





 2022年度上半期は、⽯炭価格の⼤幅な上昇、鉄鋼
製品・化学・合成樹脂などの素材関連の市況が堅調に
推移。当社株主様に帰属する当期純利益は、前年
同期⽐395億円増益の789億円。

 上半期の好調な業績を受け、通期の業績⾒通しを
1,100億円に上⽅修正。修正後業績⾒通しに対する
進捗率は72%。



 セグメント業績について利益貢献の⼤きい3本部を説明する。

 ⾚枠上段のインフラ・ヘルスケア本部は海外通信タワー事業の
持分⼀部売却に加え、LNG事業や国内外発電事業からの
収益貢献により、前年同期⽐78億円増加の90億円。上期で
期初の通期⾒通しを達成したため、⾒通しを90億円から
120億円に上⽅修正。

 ⾚枠中段の⾦属・資源・リサイクル本部は、⽯炭価格の⼤幅な
上昇や鉄鋼製品の市況が堅調に推移した結果、前年同期⽐
256億円増加の418億円。⾜元の⽯炭価格は上半期の実績
と⽐較するとやや下がっているものの、安定的に推移しているため、
通期⾒通しを510億円から650億円に上⽅修正。

 ⾚枠下段の化学本部は、化学品・合成樹脂全般での価格上昇
及び業務の効率化による収益性改善などにより、前年同期⽐
45億円増加の113億円。この進捗を踏まえ、通期⾒通しを
125億円から170億円に上⽅修正。



 2022年9⽉末の連結総資産は、2022年3⽉末⽐
2,717億円増加の2兆9,334億円。

 ⾃⼰資本は、3⽉末⽐1,343億円増加の8,623億円。
こちらは利益の積み上げに加えて、円安による為替の
影響もあり、過去最⾼⽔準。

 ネット有利⼦負債は、⾦融機関からの借⼊⾦や社債発⾏
残⾼などの有利⼦負債合計額から現預⾦残⾼を
差し引いたもので、9⽉末の残⾼は8,193億円と3⽉末⽐
491億円の増加。

 ネット有利⼦負債の連結⾃⼰資本に対する倍率である
ネットDERは、0.95倍と⽬標とする1倍程度で推移。
引き続き強固かつ安定した財務基盤を維持。



 基礎的営業キャッシュフローとは、営業活動いわゆる本業で
稼いだキャッシュから会社の運転資⾦を差し引いたもので、
キャッシュの獲得を伴う当社の収益⼒を⽰す。

 この基礎的営業キャッシュフローと資産の⼊替により、回収した
キャッシュが新規投資や株主の皆様への配当原資となる。

 2022年度上半期実績では基礎的営業キャッシュフローの
900億円と資産⼊替の190億円を合計⾜した1,090億円が
獲得したキャッシュで、そこから新規投資370億円、株主還元
140億円を差し引くと基礎的キャッシュフローの580億円となる。

 当社は中期経営計画2020及び2023の6年間累計で基礎的
キャッシュフローの⿊字を計画。成⻑投資と株主様への還元を
安定的かつ継続的に⾏った上で、この基礎的キャッシュフローの
⿊字を維持するマネジメントに取り組む。



 当社はJCR、R&I、S&Pの3つの格付機関から格付けを取得。

 収益⼒の強化並びに財務基盤の強化に取り組んだ結果、
2022年８⽉にR&Iが「BBB＋」から「A－」に格上げし、
JCRが当社の格付け⾒通しを「安定的」から「ポジティブ」へ
変更。

 また、2022年12⽉にはS&Pも⾒通しを「安定的」から
「ポジティブ」へ変更。当社の財務健全性が格付機関にも
評価されており、引き続き、当社の信⽤⼒や資⾦調達⼒を
強化していく。







 当本部は、肥料・農業などのアグリビジネス、⾷料、林産の
⼤きく３つの事業領域に取り組んでいる。いずれも東南
アジアに強い事業基盤を持ち、特にタイ・フィリピン・ベトナム
で展開している肥料事業は現地でもトップクラスのシェア。



 当本部は国旗で⽰している4か国を中⼼に肥料の他、
畜産飼料、林産、⼩⻨、農業などの事業を展開。

 「ルヴァン」や「チップスター」など、ヤマザキビスケットのお菓⼦も
当社が50年以上関わっている。



 当本部は、1次産業と密接な関係にあるが、この産業を
取り巻く環境の変化や社会的な課題は多く存在。
当本部はマーケットインの視点から、これらを機会と捉え、
双⽇グループ全体の強みを活かして課題解決を図り、
⽣産者に寄り添った事業展開を進めていく。

 当社は⻑年に渡って国内外で培ってきたネットワークや
ノウハウを持ち合わせ、また事業を組成する⼒、
運営していく⼒を強化しており、これらを強みとして、
成⻑戦略を推進していく。



 １つ⽬がベトナムでの畜産飼料事業であり、東南アジアの
⾷の⻄洋化という環境の変化への対応。

 ベトナムは国の成⻑に伴って、⾷の⻄洋化が進み、タンパク質、
特に⽜⾁の需要が急速に拡⼤。当社は現地最⼤⼿の
乳業・⾷品メーカーであるビナミルク社と⾁⽜事業会社を共同
で新設。ビナミルク社の強固な事業基盤と⽇本の⾼い
加⼯技術を活かして、畜産飼料事業に取り組み、現在ベトナム
で⽜の肥育、加⼯、流通・販売を進めている。将来的には、
豚・鶏分野にも取り扱いを拡張し、総合⾷⾁企業化を⽬指す。



 2つ⽬は国内農業の活性化事業。

 国内農業の衰退、⾃給率の低迷、地域の過疎化は国家
レベルでの課題であり、この課題解決に向けて、双⽇100％
出資で双⽇農業株式会社を新設。まずは東北の⽣産者と
組んで、⽟葱の⽣産を始めたところ。

 ⽔⽥から⽟ねぎ畑への転作や集約農地の有効活⽤を進め、
全国のプロ農家および⾏政と連携し、認証農作物の通年
供給を可能にする体制を構築していく。



 3つ⽬は農業分野における脱炭素事業。

 農業ハウスは重油ボイラーで暖めているが、
これをバイオマスボイラーに代替することで脱炭素に
貢献していく。

 当社は耕作放棄地を活⽤してバイオマス燃料の栽培
実証を開始。ペレット化することで、化⽯燃料の代替と
なるエネルギーを創出し、これを需要家に販売する事業。
ハコヤナギという5年で伐採可能な早⽣樹、ソルガムという
著しく成⻑の早いイネ科の植物の栽培実証を開始。



 4つ⽬は東南アジアでのアグリテック事業。

 当本部は、タイ・フィリピン・ベトナムでトップクラスの肥料
事業を運営しているが、各国とも⽣産者の地位や収⼊が
相対的に低下し、離農者が増えつつあるという現実に
直⾯。これらの個々の農家レベルでは解決できない
課題に対して、当社の機能とデジタルを活⽤して、
営農や⽣活⽀援になるようなサービスを提供していく。

 当本部は、肥料事業で培った販売網やブランドを
最⼤限活かし、衛星データの活⽤に強みを持つ
リカルト社と連携してこの取り組みを進めている。
リカルト社は、衛星データの活⽤による⽣育管理・収量
予想のサービスを双⽇とともにタイで実証を進めている。
まだ試⾏錯誤の段階だが、肥料事業の強化という
シナジーも得ながら粘り強く取り組んでいきたい。



 当本部における九州での取り組みを紹介する。

 福岡県に本社を置く株式会社リョーユーパン様とフィリピンの
製パン事業を共同で運営。

 宮崎県川南町とは2022年5⽉に連携協定を締結し、
エネルギー転換事業を中⼼に展開。

 ⿅児島県志布志市では、配合飼料メーカーに出資参画し、九
州最⼤の鶏⽣産加⼯である児湯⾷⿃様と取引。

 ⿅児島県指宿市ではソルガムをテスト栽培。

 ⻑崎県五島市では「五島リトリートray」というリゾートホテルを双
⽇100％で運営。また、地元品を使⽤した⻨・芋焼酎を
製造・ 販売する五島列島酒造に出資。



 先⾏きが不透明な環境下だが、当本部は安定した肥料
事業に加え、既存事業を効率化・強化すると共に、
成⻑戦略としてあげた事業分野への規模感のある
投資により収益を積み増していく⽅針。本部⼀丸となって
成⻑戦略を実現し、実⼒値を100億円まで底上げする
ことを⽬指す。




















